













































































































































































































































５． お わ り に
本稿は，法人税法上の貸倒引当金制度の考察を行うことにより，金銭債権の
部分貸倒れについて，法人税法５２条１項および同法施行令９６条１項の規律と
は別に，法人税法２２条３項三号による損金算入が可能であるか，という点に
ついて検討を行ったが，旧債権償却特別勘定の考察から，その部分貸倒れにつ
いては法人税法５２条１項および同法施行令９６条１項の規律においてのみ，損
金算入が可能であるという結論に達した。
ところで，このような金銭債権の部分貸倒れをめぐる議論は，時価主義を中
心として課税所得の算定が行われてくるならば意味をなさなくなるかもしれな
い。課税所得の算定が時価ベースでの資産の純増加額の算出により行われるこ
とになると，少なくとも特定の金銭債権の一部分が不可逆的に無価値になった
とみなし得る場合には，当該無価値化した部分の金額の損金算入を直ちに認め
るべきことは当然と解されるからである１３。
平成１２年の法人税法改正で，一部の有価証券とデリバティブ取引について
２０５金銭債権の部分貸倒れと貸倒引当金に関する一考察
は，別段の定めにより時価主義が原則とされたが１４，今後，法人税法上におい
て，資産の減損に関して時価主義がどれだけ浸透してくるかが注目される。
注
１ 金子宏，「部分貸倒れの損金算入―不良債権処理の一方策」，『ジュリスト』１２１９
号（２００２年３月），１１６頁。
２ 武田昌輔監修，『DHCコンメンタール法人税法』１１４３の３６。
３ 武田隆二，『法人税法精説［平成１７年版］』，２００５年，森山書店，５６９頁。
４ 最判平１６．１２２４．民集５８巻９号２６３７頁。
５ 会社計算規則６条２項一号。
６ 岡村忠生，『法人税法講義』，２００５年，成文堂，１６１頁。
７ 法人税法基本通達２―２―１２および所得税法基本通達３７―２。
８ 金子宏，『租税法［第１１版］』，２００６年，弘文堂，３３０頁。
９ なお，法人税法５２条２項は，個別評価金銭債権を除く金銭債権全体についての
貸倒引当金の制度を規定したものであり，一般貸倒引当金と呼ばれている。一般貸
倒引当金については，同法施行令９６条２項により，過去三年間の実績貸倒率を基
礎として算定した貸倒見込額の損金算入が認められる。
１０ 太田洋，「「部分貸倒れ」の租税法上の取扱い―「失われた１０年」と税制上の桎
梏―」，『税経通信』５６巻３号（２００１年２月），３８頁。
１１ 金子，「前掲論文」，１１８頁。
１２ 大阪地判昭４４．５．２４．税務訴訟資料５６号７０３頁，東京高判昭５２．７．２８．税務訴訟
資料９５号２６１頁など。
１３ 太田，「前掲論文」，３９頁。
１４ 法人税法６１条の３，６１条の４および６１条の５。
２０６ 専修経営研究年報
